
１． 研究の目的

平成２３年３月に発生した福島第一原子力発電所

事故の影響により，わが国のエネルギー需給にお

いて電力依存度を低減させることは喫緊の課題と

なっている。本研究は，需要サイド（建物）にお

いて電力消費量の削減に貢献する技術を開発する

ことを目的とする。

図―１に電力需要の日変動事例を示す１）。夏期

においては８時から２２時の間で電力需要が大き

い。特にピークの６，０００万kWに到達する１４時時

点において，その７割以上を民生部門（業務用，

家庭用）が占めていることが分かる。従って，住

宅，ビルに効果的な対策を講じることが，ピーク

時における電力消費の総体的抑制につながると考

えられる。

２． 研究の背景，必要性

� 背 景

日本再生戦略（閣議決定，２０１２年７月３１日）２）に

おいて，「東日本大震災や原発事故で我が国にお

けるエネルギー供給体制の脆弱性が明らかにな

り，電力供給の逼迫という現実を目の当たりにす

る中，脱原発依存，エネルギーニューディールを

目指し，革新的なエネルギー・環境社会を実現す

る。～中略～このため，電力の供給サイド，需要
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図―１ 電力需要の日変動（２０１０年７月２３日）
経済産業省資源エネルギー庁「夏季最大電力使用日の需要構造推計（東京電力管内）」（一部修正）
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サイドの双方にリソースを集中投下し，自動車，

交通，住宅，都市開発，医療などの横断的な分野

のエネルギー技術のイノベーションの連鎖を引き

起こし，新産業の創出や産業構造の変化を進め

る。」と記載されており，住宅分野においてエネ

ルギー消費のあり方の見直しが求められている。

また，「低炭素社会に向けた住まいと住まい方

推進会議 中間とりまとめ（案）」（２０１２年４月４

日）３）では，２０３０年までに新築住宅の平均で，年間

１次エネルギー消費量が正味（ネット）ゼロの住

宅実現が目標とされている。

「夏期の省エネルギー対策について」（省エネ

ルギー・省資源対策推進会議省庁連絡会議決定，

２０１３年４月２６日）４）では，「政府においては，住

宅・ビルの省エネルギー対策及び企業の電力ピー

ク対策の円滑化のため，エネルギー使用の合理化

に関する法律（省エネ法）の一部を改正する等の

法律案を～」と記載されている。

また，「業務用建築における節電メニューと留

意点」（空気調和・衛生工学会，２０１１年４月２０

日）５），「照明電力緊急節電対策（ピーク時間帯で

の照明電力の節減）」（照明学会，２０１１年６月３０

日）６）等では，各学会から節電対策に関わる提案が

公表されている。

以上を踏まえると，これらの提案の具体化に向

けて，建物レベルでエネルギーの消費・生成の適

切なバランスを図りながら電力依存度低減の視点

も含めて省エネルギー施策を推進するのが望まし

いと考えられる。

� 研究の必要性

建築物における省エネルギー対策においては，

地球温暖化抑止の観点から通年の省エネルギーを

達成し，年間CO２発生量を削減することが重要視

されてきた。省エネルギー基準では，電気，都市

ガス等のエネルギー消費量を通年で積算して１次

エネルギー消費量に換算した値をもとに各種評価

が行われている。

一方，近年，電力消費のピークカット，ピーク

シフトに有効と思われる材料（潜熱蓄熱材，保水

性建材）や蓄エネルギー機器（蓄湯，蓄熱，蓄

電）等の技術開発が行われている。しかしなが

ら，メーカーが提唱する建材，機器等の使用環境

が限られており，建物側の条件が明示されていな

い場合も多く，既往の省エネルギー対策と比較し

てどの程度電力依存度低減に貢献し得るのかは不

明である。

国が電力依存度低減に資する建築物の省エネル

ギー対策を講じるためには，既往の省エネルギー

対策が電力消費のピークカット，ピークシフトに

どの程度寄与するのかを適正に評価する基準整備

が必要である。

３． 研究内容

� 方 針

材料や機器などの要素技術は他分野で先行的に

開発されているため，国土交通省総合技術開発プ

ロジェクト（以下「総プロ」という）では，これ

らの要素技術を，住宅を含む建築物に適用した際

の評価，設計方法の検討を行うこととし，電力の

ピークカット，ピークシフトに効果的な躯体，設

備の組み合わせによる熱負荷最適化技術や建築設

備の蓄エネルギー技術の開発を推進する。

本研究で取り組む技術開発は，�建築物のピー

クシフト等効果を評価する技術の開発，�建築物

のピークシフト等の最適化技術の開発である。前

者はピークシフト等効果を測る「ものさし」に相

当する。後者は作成した「ものさし」による体系

的整理である。

� 電力消費のピーク対策

建築物における電力消費のピーク対策には二つ

の視点がある。一つは，ピーク時間帯における電

力の需要そのものを抑制する対策（ピークカッ

ト）である。例えば，太陽光発電や高効率照明の

導入などが挙げられる。従来よりも少ない電力で

機能維持を図ることができれば，建築物のエネル

ギー性能の向上とともにピーク対策として有用で
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あると考えられる。

もう一つは，ピーク時間帯から他の時間帯に電

力需要をシフトさせる対策である（ピークシフ

ト）。例えば，蓄電池の導入や躯体の大熱容量化

による室温制御などが挙げられる。ただし，需要

そのものがなくなったわけではなく，他の時間帯

にしわ寄せが発生する。一方，電力負荷の平準化

により，建築設備の運転効率が向上する効果が期

待される。

以上を踏まえ，本総プロでは，ピークカットと

ピークシフトの用語を区別して用いることとし，

ピークカットとピークシフトによりピーク時間帯

における電力需要を抑制する方策を，建築物にお

ける電力消費のピーク対策と定義する。ピーク対

策を講じることにより，電力消費量の削減（省電

力）が期待される。ピーク対策と通年の省エネル

ギー性能との関係も明らかにする。

なお，電力消費量の削減方策として，他のエネ

ルギー種に切り替える方法（例えば軽油自家発電

など）も考えられるが，本総プロでは現在のエネ

ルギー種の構成を前提とした検討を行うことと

し，エネルギー種の転換は検討対象に含めない。

� 研究概要

本研究の概要を図―２，研究計画を表―１に示

す。

本研究で実施する内容は以下のとおりである。

電力消費のピーク対策のターゲットは，電力を消

費する空調，照明などの機器類と空調負荷に影響

する建物の躯体であり，これらを建築物の電力依

存度低減の観点より統合的に設計・評価するシス

テムを開発する。

まず，建物で使用する機器を網羅的に調べ上

げ，ピーク対策に有効と思われる自然エネルギー

機器（太陽光，太陽熱等），蓄エネルギー機器

（蓄電池，蓄熱槽等）をどのように組み合わせる

と省電力に有効であるかを検証する。また，これ

までにない新しい電力系統を建物内に構築する試

みにもチャレンジする。

それは「低電圧蓄電網」と呼ばれるものであ

り，これまで各機器に付随していた変圧アダプタ

を建物内で一括することで変圧ロスをできるだけ

抑制し，一緒に蓄電機能も持たせてピークシフト

を達成するものである。

建材関係については，潜熱蓄熱材と呼ばれる特

殊な材料が，熱を加えても相変化して温度が変わ

表―１ 研究計画

事 項 ２５年度 ２６年度 ２７年度

１）建築物のピークシフト等効果を評価する技術の開発

� 建物のパッシブな伝熱特性や地域性を考慮した熱負荷
制御技術

� 各種設備の蓄エネルギー，自然エネルギー技術と建築
の熱負荷特性の適合性に関する検討

� エネルギーの地産地消に資する太陽光低電圧蓄電方式
の導入技術の開発

� 「電力依存度低減率」（仮称），「電力ピーク低減率」
など住宅，非住宅の評価指標および関連規格の作成

２）建築物のピークシフト等の最適化技術の開発

� 建物の仕上げ，開口部，構造等による熱負荷シフト方
法の体系化

� 建築物のピークシフトを効率よく実現する最適な設計
システムの開発

� 各種設備の蓄電，蓄湯，蓄熱に関する実験，シミュレ
ーション，観測に基づくライフスタイルにも配慮した
実用的な蓄エネルギー設計手法の開発
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図―２ 電力依存度低減に資する建築物の評価・設計技術の開発
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らない特徴を有することに着目し，これを建材パ

ネルに用いたときの有効性について模擬実験，数

値解析を実施する。また，保水性建材と呼ばれる

雨水を吸収する外装材に着目し，気化熱の力を利

用して，電力を用いずに建物を冷却する技術につ

いて検討を行う。

これらの新建材の物性やモデル化，さらには空

調熱負荷計算システムへの組み込み，地域，季節

のケーススタディなどを総合的に行うことによ

り，建材の利用の視点からピーク対策の検討を行

う。

なお，実務に使われる現状の空調負荷計算シス

テムには，潜熱蓄熱材，保水性建材の機能は組み

込まれていないため，本総プロでパッケージ化を

行うことによりピーク対策への貢献度を初めて知

ることができる。

さらに，建築物における電力消費のピークシフ

ト等効果を評価する開発技術を，さまざまな建物

用途，地域に適用した際の効果検証を行うことに

より，建築物における電力消費のピークシフト等

の最適化，体系化を図る。また，メーカー，協会

等と共同研究を通じて，実務的な反映，普及方策

の検討を行う。最終年度には省電力設計技術とし

て研究成果をとりまとめる予定である。

４． おわりに

最近は，建物側で電気，熱，お湯をためて使用

することが可能になってきている。系統電力を必

要としながらも，総プロの技術開発により建物の

電力消費量が削減され，負荷平準化が進めばエネ

ルギーの安定供給にも役立つと期待される。もち

ろん，消費者にとっては低コストで便利であるこ

とが重要である。
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